
一般質問 ２５人の議員が一般質問を行いました。その中から一部の質問・答弁の要旨をお知らせします。
議員名の横のコードの読み込みで、インターネットで一般質問の様子を閲覧できます。
※閲覧には、通信料が発生します。

災害時の情報伝達と地域防災
舎川　智也（自由民主党）

問 ポンプ車や常設ポンプ設備など排水
施設の対策を検証し、河川を管理す

る国や県に要望すべきではないか。

答 排水ポンプ車は、移動が容易で小回
りが利くが、排水能力や台数に限りがあることか

ら、根本的な浸水対策として必要な整備を、今後も国や
県に要望していく。
　また、住宅の配置や河川の流れ等も変化しており、そ
の変化に対応した対策を取ることが課題となっている。
国や県と連携しながら、市の役割について検討していき
たい。　　　　　　　　　　　　　（市長、建設部長）

【質問項目】
▼災害時の情報伝達と地域防災

災害に強いまちづくり
東　篤（社会民主党議員会）

問 今年５月に完成した松川雨水貯留施
設を作った効果について、現時点で

どのように分析しているのか。

答 貯留施設の本格稼働以降、時間雨量
が最も多かった本年８月３１日は、一時的に容量

の１００％には達したが、同時に排水も行うことで、貯
留量の調整を行った。これと同程度の時間雨量があった
２５年には、合流式下水道区域内において１０件の床下
浸水が発生したことに比べ、今回は被害が確認されてい
ないことから、施設は十分に機能し、浸水被害の軽減が
図られていると考えている。　　　　（上下水道局長）

【質問項目】
▼災害に強いまちづくり
▼介護現場の人材確保対策と認知症初期集中支援チーム

路面電車南北接続事業
高田　重信（自由民主党）

問 北口駅前広場および西口交通広場の
今後の整備スケジュールは。

答 整備箇所の一部に現在あいの風とや
ま鉄道の仮施設があり、今年度末の

高架切り替え後、３１年度末まで撤去工事を行うと聞い
ている。そのため整備工事の着手は３２年度以降になり、
北口駅前広場にはおおむね２年、西口交通広場にはおお
むね１年半の工期を見込んでいる。なお、既存のロータ
リー機能等の確保のため３１年度に仮広場を整備する予
定である。今後も、利用者の安全性や利便性を確保しつ
つ工事を進めたい。　　　　　　（活力都市創造部長）

【質問項目】
▼内部統制　▼地球温暖化対策に関する有識者懇談会
▼環境問題　▼路面電車南北接続事業　▼子育て環境の充実

小中学校エアコン設置
成田　光雄（自由民主党）

問 アフターフォローの面等から、地元
企業の活用が必要と考えるが見解は。

答 設置を行う事業者は、１３年間の維
持管理費も含めて事業費が約５０億

円という大規模な事業であり、また、短期間で設置する
必要があることから、工事を着実かつ効率的に適正な価
格で実施でき、さらに安定的に維持管理を行う能力のあ
る事業者を選定することが重要であると考えている。こ
うしたことから、事業者については提案競技により選考
する予定だが、地元企業の参加も考慮し、適切に対応し
ていきたいと考えている。　　（教育委員会事務局長）

【質問項目】
▼歳入歳出　▼まちなか医療体制　
▼小中学校エアコン設置　▼選ばれるまちづくり事業

自殺防止対策
松尾　茂（公明党）

問 命の大切さやＳＯＳの出し方を学ぶ
ため、学校教育の中で、ゲートキー

パーを招
しょうへい
聘した学習を行ってはどうか。

答 近年、児童生徒の命の重みに関する
感受性が弱まっていると言われている中、ゲート

キーパーを招聘した学習は、悩んでいる人への声の掛け
方や相談の受け方、ＳＯＳの出し方やとらえ方などを学
ぶ中で、子どもたちが命はかけがえのないものであるこ
とを考える機会となると考えている。命の教育の有効な
手段として、教職員の研修などの機会をとらえ、各校に
紹介していきたい。　　　　　（教育委員会事務局長）

【質問項目】
▼子どもの安心・安全　▼自殺防止対策
▼終活支援

排水ポンプ車
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子どもの虐待防止対策
髙田　真里（自由民主党）

問 虐待予防策として親への支援強化を
どのように図っているのか。

答 ８月から開始したベイビーボックス
プレゼント事業実施の際の保健師等

による育児相談や、母子健康手帳交付の際の面談で養育
が適切に行われるよう支援を行っている。また、７月か
ら開始した産後２週間と１カ月での産婦健康診査で産後
うつ等が疑われる場合、医療機関からの連絡を受け、保
健師や臨床心理士等の家庭訪問を行っており、特に支援
が必要な家庭には、今年度から育児や家事を援助するヘ
ルパーを派遣する予定である。　　（こども家庭部長）

【質問項目】
▼子どもの虐待防止対策　
▼人生１００年時代構想における「リカレント教育」

障害者雇用（福祉事業所製品専用の売店設置）
橋本　雅雄（会派　誠政）

問 庁舎内に設置している他の自治体の
動向および、本市の本庁舎や関連施

設への設置にかかる課題や可能性は。

答 県および県内市町村、中部地方の中
核市６市の中では氷見市のみ設置している。本市

では、法に基づいて全庁的に物品や役務の優先調達に努
めており、より推進することが市の役割と考えている。
市内の障害者就労施設等においては、生産した農産物を
レストランで提供する等、さまざまな取り組みをしてい
る。こうした中で、市庁舎等の空きスペースへの出店に
ついて相談があれば、協力していきたい。（福祉保健部長）

【質問項目】
▼児童相談所の設置　▼子どもの貧困対策
▼障害者雇用

富山市民病院
松井　邦人（自由民主党）

問 医師や研修医の確保に対してどのよ
うな取り組みを行っているのか。

答 医師については、関係大学医局への
派遣の働き掛けや、日本医師会のホ

ームページ等を活用した募集を行っている。研修医につ
いては、医学生対象の説明会に参加し説明を行っている。
さらに３１年度から初期臨床研修プログラムの内容を変
更し、高度先進医療を担う大学病院や研修医の人気が高
い病院での研修ができるよう選択肢を増やした。また、
より働きやすく魅力ある職場となるよう、１０月から医
局のリニューアル工事に着手する。（病院事業管理者）

【質問項目】
▼自転車の活用と安全利用
▼富山市民病院

防犯カメラ設置
髙道　秋彦（自由民主党）

問 設置箇所周辺の犯罪数の推移などを
含めた防犯への効果の検証結果は。

答 本市では、２６年度より町内会や自
治振興会等が主体となった防犯カメ

ラの設置に対する補助事業を実施している。設置した地
域の刑法犯認知件数は、２６年度補助分では７１件から
４８件へ、２７年度補助分では１７２件から１６０件へ
減少している。当該地域では、犯罪抑止に関するさまざ
まな取り組みが展開されており、減少の要因は、必ずし
も防犯カメラ設置のためとは言い切れないが、防犯への
一定の効果を上げていると考えている。（市民生活部長）

【質問項目】
▼学校の「職員トイレ」　▼外国人に対する支援
▼災害時の対応　▼防犯カメラ設置　▼富山市公設地方卸売市場

森林・林業の課題ならびに振興
竹田　勝（自由民主党）

問 新たな森林管理システムの導入に伴
う、本市の体制強化の方針は。

答 このシステムは、本年５月に成立し
た森林経営管理法に基づき、来年度

から実施されるもので、相続登記されていない多くの森
林があることが想定されるが、市にはこれらに関する資
料があまりない中で、誰も管理しない森林を市が管理す
るという、大変困難が伴うものである。これが市町村の
責務とされるなら、マンパワーだけでなく、莫大な財源
が必要であり、全国市長会でも大きな問題として議論し
ていきたいと思っている。　　（市長、農林水産部長）

【質問項目】
▼豪雨災害と熊野川合口事業
▼森林・林業の課題ならびに振興

設置された防犯カメラ

7とやま市議会だより・平成３０年（２０１８年）１１月５日発行



一般質問

教育長の教育理念
金谷　幸則（自由民主党）

問 どのような子どもを育て、何を実現
するのかという目標やビジョンは。

答 知識基盤社会を生き抜く子どもたち
には、柔軟に対応する力、多様な視

点から考える力、仲間と協働する力、果敢に挑戦し諦め
ずに最後までがんばるといった力が必要である。たくさ
んの新しい用語、考え方が教育の中に取り込まれてきて
いるが、教育の本質は何かと考えると、今は原点回帰の
ときである。子どもたちの心を育て、健やかな体を育て、
確かな知識を育むという、このバランスを考えた教育を
本市ではぜひ進めていきたい。　　　　　　（教育長）

【質問項目】
▼プログラミング教育　▼コミュニティスクール
▼教育長の教育理念

米騒動の価値の伝承
押田　大祐（自由民主党）

問 今後、本市では、米騒動の歴史・価
値をどう捉え、伝承していくのか。

答 米騒動は、旧東水橋町をはじめ市内
各所で発生しており、富山市の歴史

を語る上でも重要な事柄である。伝承としては、まず、
本年９月１５日から民俗民芸村の民俗資料館において企
画展「米騒動の時代とそのくらし」を開催する。今後に
ついても、資料を収集・保管し、研究者をはじめ多くの
方々に活用してもらえるよう努める。さらに、機会を捉
えて資料の公開を行い、本市における米騒動の歴史を伝
えていきたい。　　　　　　（教育委員会事務局長）

【質問項目】
▼働き方改革の進め方　▼障害者雇用と労働環境の考え方
▼米騒動の価値の伝承

まちなか総合ケアセンター
上野　蛍（光）

問 体調不良児対応型病児保育事業を実
施している保育所の園児もお迎え型

病児保育の利用対象者にできないか。

答 体調不良児対応型病児保育は、看護
師や部屋の確保等の課題があり、全ての保育所で

の実施が困難な状況である。この施設は、それを補完す
るため市中心部に整備した側面がある。お迎え型病児保
育の利用者は多くないが、病児・病後児保育の利用者は
多く、受け入れ能力との兼ね合いもあり、すぐに答えは
出ないが、現場に勉強するように指示したい。（市長）

【質問項目】
▼市営住宅
▼まちなか総合ケアセンター

大山コミュニティバス
泉　英之（自由民主党）

問 新路線の「大庄循環線」の概要と今
後のスケジュールは。

答 大庄循環線は、上滝線の駅や病院、
スーパーマーケット等を経由しなが

ら、大庄地区および上滝駅周辺を循環する路線として、
１０月１日からの１年間、試行運行する。年末年始と祝
日を除く月曜日から土曜日の午前９時台から午後３時台
に、順回りと逆回りの各２便運行で、運賃は他の市営コ
ミュニティバスと同じく２００円均一とする。今後、広
報とやまやホームページでの周知、地元でのＰＲ等も実
施して、利用啓発に努めていきたい。（活力都市創造部長）

【質問項目】
▼公共施設マネジメントアクションプランの進捗状況と今後の展開
▼少子化を踏まえた中長期の教育展望

児童の安全
金井　毅俊（日本維新の会）

問 学校からの見守り隊への緊急の際の
連絡体制を充実させる取り組みは。

答 現在、学校から見守り隊への連絡は、
主に学校から見守り隊の隊長に連絡

し、隊長から各隊員に連絡してもらう方法を取っている
が、情報がすぐに伝わらないことも考えられる。
　連絡の迅速化のため今後は、見守り隊の方々に、学校
の安全情報メールや、県警の安全情報ネットを登録して
もらう取り組みの有効性を各学校に周知し、連絡体制の
一層の充実を図っていきたい。（教育委員会事務局長）

【質問項目】
▼放課後児童健全育成事業　▼児童の安全
▼受動喫煙

富山県警察 安全情報ネットの登録者募集チラシ
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地域文化の拠点
大島　満（フォーラム３８）

問 八尾へ疎開していた歌人吉井勇氏の
手紙、初代おわら保存会会長川崎順

二氏と文人墨客との交流など、多くの資料
を収蔵するおわら資料館の資料的価値をど
う考えているのか。

答 収蔵資料については、おわらを洗練された内容に
するために尽力した川崎氏にまつわる資料を中心

に、川崎氏と交流のあった野口雨情氏等、当時の著名人
との交流に伴う書画や書簡、その他おわらに関する歴史
資料等も多く保存しており、おわらの歴史を知るための
大変貴重な資料であると考えている。（教育委員会事務局長）
【質問項目】
▼地域文化の拠点
▼地域の文化振興

子育てしやすいまちづくり（ＡＩ活用）
堀江　かず代（公明党）

問 保育所の入所選考にＡＩを活用する
ことについて、現段階で調査してい

ることも含め、見解は。

答 保育所の入所選考に係る事務は、複
雑で多くの時間を要するため、本市においても、

ＡＩを活用することで事務効率の向上に役立てられない
か実証実験を行うなど、調査・研究を行っている。
　ＡＩシステムの導入にあたっては、費用に見合う事務
改善の効果が得られるか、十分検討した上で進めるべき
と考えており、引き続き調査・研究していきたい。

（こども家庭部長）

【質問項目】
▼子育てしやすいまちづくり

都市農業振興基本法と市街化区域の農地
江西　照康（自由民主党）

問 都市計画において、市街化区域農地
保全のため、生産緑地制度等を活用

し農地を守るべきと考えるが、見解は。

答 農業全体が大規模営農に向かってお
り、小規模な農家が農業を維持していくのが難し

いことは、都市計画の線引き以前の問題である。
　生産緑地法の趣旨から言うと、公園や緑地が充足して
いる富山市には妥当しない。一方、都市計画法は乱開発
を防止するという意味で機能してきた。そういった歴史
や都市農業振興基本法の趣旨、農家の心情など勘案した
上で、新たな制度を作り解決すべき問題である。（市長）
【質問項目】
▼都市農業振興基本法と市街化区域の農地
▼有害使用済み機器の保管等に関する届け出制度
▼橋梁トリアージ

いじめ防止対策
久保　大憲（自由民主党）

問 ２８年度にいじめの重大事態が３件
あったことについて、教育委員会は

市長に対して適切に報告したのか。

答 ２８年度のいじめの重大事態につい
ては、学校から３件の報告を受けており、その後

の対応により解消されたものの、市長への報告について
は失念していたため、改めて先日報告を行った。

（教育長）

【質問項目】
▼いじめ防止対策

生活困窮者対策としての市営住宅家賃の減免制度
小西　直樹（日本共産党）

問 市営住宅における２９年度の減免件
数と制度の周知方法は。

答 ２９年度は、申請のあった１０件に
ついて、市営住宅条例に基づく減免

を行った。制度の周知については、入居者の状況によっ
ては、生活保護の受給や他の福祉制度を利用する方が生
活が改善される場合もあり、入居者の生活実態を把握し
た上で、入居者が利用可能となる制度を説明する際の選
択肢の一つとして、家賃減免制度を説明することが、よ
り理解しやすいと考えており、入居時にお渡しする「し
おり」の中で案内している。　　　　　　（建設部長）

【質問項目】
▼富山市職員の会計年度任用職員制度　▼ＳＤＧs（持続可能な開発目標）
▼市営住宅

八尾おわら資料館
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一般質問

海岸漂着（不法投棄）ゴミ削減策
島　隆之（光）

問 「海のゴミは、陸のゴミ」、つまり、
海岸漂着ゴミのほとんどが陸地から

出たものであるため、ポイ捨てや不法投棄
をさせない施策が必要と考えるが見解は。

答 本市では、幼児・児童を対象とした３Ｒ推進スク
ールや自治会・外国人研修生受け入れ団体等を対

象とした出前講座を開催したり、土地の管理者へゴミの
適正な管理を求めたりしている。ゴミの発生の抑制は市
民一人ひとりが排出者であることを認識し、それぞれの
立場でゴミを出さない取り組みを自主的に進めることが
重要と考えている。　　　　　　　　　　（環境部長）

【質問項目】
▼海岸漂着（不法投棄）ゴミ削減策

富山大空襲を語り継ぎ、世界に発信を！
赤星　ゆかり（日本共産党）

問 富山大空襲の遺物や資料などを広く
呼び掛けて収集し、保存・常設展示

する資料館を整備すべきではないか。

答 富山市郷土博物館では、富山大空襲
に関する資料の提供があった際には譲り受け、保

管を行っており、これらは申請により特別閲覧ができ
る。また「富山市民感謝と誓いのつどい」では、当博物
館が所有する大空襲に関する写真パネルを展示し、市民
に観覧してもらう機会を設けている。富山大空襲を後世
に伝えていくには、こうした事業の継続が大切だと考え
ており、整備は考えていない。　　　（市民生活部長）
【質問項目】
▼小中学校普通教室へのエアコン設置
▼市街地再開発事業とまちづくりの課題　
▼学童保育の拡充　▼富山大空襲を語り継ぎ、世界に発信を！

市民の安全確保に向けた緊急対応
松井　桂将（公明党）

問 民間所有のブロック塀の安全確保に
ついて、撤去等に対する支援や通学

路に面しているものへの対応は。

答 撤去等に対する支援については、国
や県の支援制度の動向、さらには民間によるブロ

ック塀の改修の状況等を注視しながら、本市における補
助制度の必要性も含め検討していきたい。
　通学路に面しているもので、建築基準法に定められた
基準に適合しない安全性に問題のあるものについては、
教育委員会と連携して、所有者や管理者に対し、是正す
るよう強く指導していきたい。　（活力都市創造部長）

【質問項目】
▼介護保険と健康政策　▼市民の安全確保に向けた緊急対応
▼公営住宅

富山駅周辺の整備
岡部　享（社会民主党議員会）

問 駅利用者が休めるベンチを増やすべ
きではないか。

答 現在、新幹線高架下部分において
は、乗り換えや往来など通行の支障

にならない範囲で、高架の柱周辺などにベンチを設置し
ているほか、多目的デッキを設置し、自由に利用できる
休憩や待合スペースを確保している。今後整備するあい
の風とやま鉄道高架下部分については、新幹線高架下と
比較し天井が低いことから多目的デッキは設置できない
が、新幹線高架下部分同様、通行の支障にならない範囲
でベンチを設置していきたい。　（活力都市創造部長）

【質問項目】
▼自転車市民共同利用システム（アヴィレ）
▼富山駅周辺の整備

富山市本庁舎と出先機関の防犯体制
木下　章広（日本維新の会）

問 行政対象暴力について、本市ではど
のような体制をとっているのか。

答 昭和５７年度から継続して、危機管
理について高度な知識や専門性を有

する警察官に出向してもらっている。さらには、２９年
１１月に従来の体制を強化するために、富山市行政対象
暴力等庁内情報連絡会議を設置し、不当要求行為等に関
する情報交換や対応方針の協議をしている。また、この
会議の諮問機関として、弁護士資格を有する法務専門監
等で構成する行政対象暴力検討チームを設けて、必要に
応じ、個別事案の対策・対応を検討している。（市長）

【質問項目】
▼富山市本庁舎と出先機関の防犯体制
▼教員の労働状況の改善

ゴミが漂着した海岸
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